市内介護事業者様
名古屋市介護保険課

東日本大震災により被災された介護保険の被保険者に対する介護保険施設等の食費及び居住費等の減免及び請求方法について
東日本大震災により被災した介護被保険者が介護保険施設等を利用された際の食費、居住費及び滞在費（以下「食費等」とする。）については６月末まで支払いを猶予していただくようお願いしていたところですが、この度食費等の減免制度が整備され、厚生労働省から請求方法が示されましたので、次のとおり取り扱いいただくようお願いします。

１　食費等の減免の概要
（１）対象者

介護保険の被保険者であって、東日本大震災による被害を受けたことにより介護保険の利用者負担額が減免された者
（２）減免の適用期間
平成23年3月11日から平成24年2月29日までの間において厚生労働大臣が定める日までの間（厚生労働大臣が定める日は平成23年8月31日が予定されている。）
※事由により例外があるため後述の「介護保険施設等における食費・居住費の減免認定証」の有効期間を確認ください。

（３）減免の対象となるサービス及び減免額

次のサービスを利用した際の食費等の基準費用額から、（負担限度額認定証による）特定介護（予防）サービス費を控除した額
ただし、課税世帯であるため負担限度額認定に該当しない者については、基準費用額が減免対象となります。（減免対象額は別添①参照）
　・　指定介護福祉施設サービス

・　介護保健施設サービス

・　指定介護療養施設サービス

・　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

・　短期入所生活介護
・　介護予防短期入所生活介護
・　短期入所療養介護

・　介護予防短期入所療養介護

２　認定証の確認
対象者には、申請により「介護保険施設等における食費・居住費の減免認定証」（以下「認定証」とする。別添②）が発行されます。この認定証にて、減免の適用の有無、及び有効期間を確認ください。

３　請求について

本市の被保険者について減免された食費等の費用の請求方法は原則次のとおりです。
 （１）今後の国保連への請求について
食費等の減免の適用期間（認定証により確認）に要した食費等は利用者には請求せず、既存の枠組みを活用し、国保連に請求を行います。特定入所者介護サービス費又は特定入所者介護予防サービス費（以下「特定入所者介護サービス費等」という。）の請求時に使用されている請求様式を使用し、施設サービス費分と一様にし国保連に提出してください。
具体的には、食費等の減免の対象者について、特定入所者介護サービス費等の負担限度額の欄に「０」、利用者負担額の欄に「０」を記載した上で国保連に請求を行ってください。国保連は、減免に係る費用の支払を含めて特定入所者介護サービス費等として事業所に支払を行います。 

（２）国保連へ請求済の提供月に係る食費等の減免額の請求について

食費等の減免の適用期間に、利用者からの食費等の支払いを猶予したにもかかわらず、国保連への施設サービス費等の請求がすでに終わっている場合には、保険者に直接食費等の減免に係る費用を請求いただくことができます。名古屋市の被保険者に係る申請については、介護保険課までお問い合わせください。ただし、お支払いは施設サービス費等の請求月の翌々月以降（本市が給付実績を確認できる日以降）にしかできませんので、ご了承ください。
（３）対象者が食費等を支払った場合について

対象者が食費等の減免の適用期間にすでに食費等を支払った場合には、償還払いが可能ですので、お住まいの区の福祉課福祉係にて手続きができる旨ご案内ください。請求には領収証、認印、振込先がわかるものが必要です。
４　留意事項

・当該認定証は、利用者負担額減免に係る「介護保険利用者負担額減額・免除認定証」とは別に発行されます。今後延長される可能性もありますが、食費等の減免の適用期間は、利用者負担額減免の適用期間より短くなっておりますので、請求の際にはご留意ください。（他市町村の被保険者の場合にはこの限りではない場合があります。）

・上記１（３）のサービスを利用される東日本大震災の被災者の方が、「介護保険利用者負担額減額・免除認定証」のみをお持ちの場合は、お住まいの区役所福祉課の窓口で食費等の減免の認定を受けることができる旨ご案内ください。
・他市町村の被保険者の方に係る請求については、上記と異なる場合がありますので、各保険者にご確認ください。
